
  

  

 
入 札 説 明 書 

 
国立大学法人小樽商科大学（以下「本学」という。）の調達契約に係る入札公告（平成２８

年１１月２５日付け）に基づく入札等については，本学契約事務取扱規則及び入札公告に定め
るもののほか，この入札説明書によるものとする。 

 
  １ 調達内容 
   (１) 購入物品名及び数量 振舞検知型不正通信対策装置 一式 

(２) 購入物品の特質等 
     購入物品の性能等に関し，本学が仕様書で指定する特質等を有すること。 

   (３) 納入期限 平成２８年２月２８日（火） 
   (４) 納入場所 国立大学法人小樽商科大学（詳細は仕様書のとおり） 
   (５) 納入方法 本学が指示する方法により納入すること。 
   (６) 入札方法 
      入札は総価とする。なお，落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が
あるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするの
で，入札者は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず，見積もった契約金額の 108 分の 100 に相当する金額を入札書に記載す
ること。 

   (７) 入札保証金及び契約保証金 免除する。ただし，落札者が契約を結ばない場合に
は，落札価格の 100 分の 5 に相当する違約金を支払うものとする。 

 
  ２ 競争参加資格 

(１) 本学契約事務取扱規則第３条の規定により「当該契約を締結する能力を有しない 
者及び破産者で復権を得ない者」に該当しない者であること。 

(２) 本学契約事務取扱規則第４条の規定により，次の各号の一に該当する事実があっ
た後，２年を経過した者であること。 

  ① 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし，又は物件の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者 

  ② 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し，若しくは不正な利益を得
るため連合した者 

  ③ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 
  ④ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 
  ⑤ 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 
  ⑥ 前各号の一に該当する事実があった後，２年を経過しない者を契約の履行に当

たり，代理人，支配人，その他の使用人として使用した者 
   (３) 国の競争参加資格(全省庁統一資格)において，平成２７年度に北海道地域の｢物品

の販売｣のＡ，Ｂ，Ｃ又はＤ等級に格付けされている者であること。 
(４) 購入物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されている

ことを証明した者であること。 
(５) 本学から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

  
 ３ 入札書の提出場所等 

   (１) 契約条項を示す場所及び問い合わせ先 
      本学会計課契約係 ℡ 0134-27-5220 
   (２) 入札書受領期限 
      平成２８年１２月９日（金）１７時００分 

 (３) 入札書の提出方法 
     ① 入札に参加する者は，別冊の仕様書，契約書（案）及び国立大学法人小樽商科

大学物品供給契約基準を熟読しておくものとする。 
② 競争加入者等は次の各号に掲げる事項を記載した入札書を作成し，直接に提出す 
る場合は封書に入れ封印し，かつ，その封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商 
号）及び「平成２８年１２月２２日開札［振舞検知型不正通信対策装置 一式］の

入札書在中」と朱書きしなければならない。 



  

  

      (ア) 物品名 
      (イ) 入札金額 
      (ウ) 競争加入者本人の住所，氏名 (法人の場合は，その名称又は商号及び代表 
               者の氏名)及び押印(外国人の署名を含む。以下同じ。)。 
      (エ) 代理人が入札する場合は，競争加入者本人の住所，氏名 (法人の場合は， 
               その名称又は商号及び代表者の氏名），代理人であることの表示並びに当該 
               代理人の氏名及び押印。 

 ③ 郵便（書留郵便に限る。）又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平
成 14 年法律第 99 号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第
９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（書留郵便
に準ずるものに限る。）により提出する場合は，二重封筒とし，表封筒に「平成
２８年１２月２２日開札[振舞検知型不正通信対策装置 一式］の入札書在中」と
朱書し中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様に氏名等を朱書し，上記３の
(１)宛に入札書の受領期限までに送付しなければならない。なお，テレックス，
電報，ファクシミリ，電話その他の方法による入札は認めない。 

     ④ 競争加入者等は，入札書の記載事項を訂正する場合は，当該訂正部分について 
           押印をしておかなければならない。 
     ⑤ 競争加入者等は，その提出した入札書の引換え，変更又は取り消しをすること
      ができない。 
   (４) 入札の無効 
     入札書で次の各号の一に該当するものは，これを無効とする。 
     ① 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者の提出したもの。 
     ② 物品名及び入札金額のないもの。 
     ③ 競争加入者本人の氏名 (法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名） 
           及び押印のない又は判然としないもの。 

④ 代理人が入札する場合は，競争加入者本人の氏名 (法人の場合は，その名称又 
は商号及び代表者の氏名），代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及 
び押印のない又は判然としないもの (記載のない又は判然としない事項が，競争 

  加入者本人の氏名 (法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）又は代 
  理人であることの表示である場合には，正当な代理であることが代理委任状その 
  他で確認されたものを除く。） 

     ⑤ 物品名に重大な誤りのあるもの。 
     ⑥ 入札金額の記載が不明確なもの。 
     ⑦ 入札金額の記載を訂正したものでその訂正について印の押してないもの。 
     ⑧ 入札公告及び入札説明書において示した入札書の受領期限までに提出されなか 

ったもの。 
     ⑨ 入札公告及び入札説明書に示した競争加入者等に要求される事項を履行しなか 
           った者の提出したもの。 
   (５) 開札の日時及び場所 

     平成２８年１２月２２日（木）１４時００分  
       本学事務棟２階 第２会議室 
   (６) 開札 
     ① 開札は，競争加入者等を立ち会わせて行う。ただし，競争加入者等が立ち会わ

ない場合は，入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 
     ② 開札場には，競争加入者等並びに入札事務に関係のある職員 (以下「入札関係

職員」という。)及び上記①の立会職員以外の者は入場することはできない。 
③ 競争加入者等は，開札時刻後においては，開札場に入場することはできない。 
④ 競争加入者等は開札場に入場しようとするときは，入札関係職員の求めに応じ，

身分証明書を提示しなければならない。 
     ⑤ 競争加入者等は，契約担当役が特に止むを得ない事情があると認める場合以外

は，開札場を退場することはできない。 
     ⑥ 開札場において，次の各号の一に該当する者は当該開札場から退去させる。 
      （ア）公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとした者 
      （イ）公正な価格を害し又は不正の利益を得るために連合をした者 
     ⑦ 開札をした場合において，競争加入者等の入札のうち，予定価格の制限に達し

た価格の入札がないときは，再度の入札を行う。この場合において，競争加入者



  

  

等のすべてが立ち会っている場合にあっては直ちに，その他の場合にあっては別
に定める日時において入札を行う。 

 
  ４ その他 
   (１) 競争加入者等に要求される事項 
     ① この一般競争に参加を希望する者は，封印した入札書に別記１に掲げる競争参

加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類（以下「競争参加
資格の確認のための書類」という。）を添付して，上記３の(２)の入札書の受領
期限までに提出しなければならない。 

     ② 競争加入者等は，開札日の前日までの間において，契約担当役から競争参加資
格の確認のための書類，その他入札公告及び入札説明書において求められた条件
に関し，説明を求められた場合には，競争加入者等の負担において説明をしなけ
ればならない。 

     ③ 競争加入者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については，す
べて当該競争加入者等又は契約の相手方が負担するものとする。 

   (２) 競争参加資格の確認のための書類 
     ① 競争参加資格の確認のための書類は，別記１により作成する。 
     ② 資料等の作成に要する費用は，競争加入者等の負担とする。 
     ③ 契約担当役は，提出された書類を競争参加資格の確認並びに入札公告及び入札

説明書に示した物品の技術審査以外に，競争加入者等に無断で使用することはな
い。 

     ④ 一旦受領した書類は返却しない。 
     ⑤ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 
     ⑥ 競争加入者等が自己に有利な評価を受けることを目的として虚偽又は不正の記 
           載をしたと判断される場合には，入札公告及び入札説明書に示した物品の技術審
      査の対象としない。 
   (３) 落札者の決定方法 
     ① 入札は，予定価格の制限の範囲内で最低の価格の有効入札をした者を落札者と

する。ただし，当該入札が本学契約事務取扱規則第１８条第１項のただし書の規
定に該当すると認められるときは，その定めるところにより予定価格の制限の範
囲内で次順位者を落札者とすることができる。 

     ② 落札者となるべき者が二人以上あるときは，直ちに当該競争加入者等にくじを 
           引かせ，落札者を決定するものとする。また，競争加入者等のうち出席しない者 
           又はくじを引かない者があるときは，入札執行事務に関係のない職員に，くじを
      引かせ落札者を決定するものとする。 
     ③ 落札者が，指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは，落札の決定 
           を取り消すものとする。 
   (４) 契約書の作成 
     ① 競争入札を執行し契約の相手方が決定したときは，契約書の取り交わしをする

ものとする。 
     ② 契約書を作成する場合において，契約の相手方が遠隔地にあるときは，まず， 
           その者が契約書の案に記名押印し，さらに契約担当役が当該契約書の案の送付を
      受けて，これに記名押印するものとする。 
     ③ 上記②の場合において，契約担当役が記名押印したときは，当該契約書の１通

を契約の相手方に送付するものとする。 
     ④ 契約担当役が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ，本契約は確

定しないものとする。 
   (５) 支払条件 

物品納入後１回払いとし，適正な請求書を受理した日の翌月末日までに支払う
ものとする。 

   (６) 調達件名の検査等 
     ① 落札者が入札書とともに提出した納入できることを証明する書類の内容は，仕 
           様書と同様にすべて納入検査等の対象とする。 
     ② 納入検査終了後，当該物品を使用している期間中において，落札者が提出した

納入できることを証明する書類について虚偽の記載があることが判明した場合に
は，落札者に対して損害賠償等を求める場合がある。 



  

  

別記 １ 

 

競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類 

 

 

 

 １  競争参加資格の確認のための書類 

 

1 平成 28 年度の資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 1 部 

2 
入札物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい

ることを証明する書類 
1 部 

3 
入札説明書の２の競争参加資格（1），（2）及び（5）に該当しない者である

ことを誓約した書類 
1 部 

 

 

 

 ２  納入できることを証明する書類 

 

1 

入札物品を明示する書類 

① 仕様書に示した例示品で入札する場合 

 
入札物品一覧表 3 部 

② 仕様書に示した例示品と同等品で入札する場合 

 
入札物品（同等品）一覧表 3 部 

 例示品と同等の性能であることを証明するカタログ又は製品の仕様書等の

資料 
3 部 

2 入札物品を納入できることを証明する書類（代理店証明書等） 1 部 

3 入札物品の定価証明書 1 部 

4 入札物品の納入実績表 1 部 

5 参考見積書 1 部 

 

 
 



  

  

【記載例】 
 

平成  年  月  日 
 
 
国立大学法人小樽商科大学 殿 
 
 
 
 

                      ○○市○○区○条○丁目 
株式会社○○○○ 
代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 
 
 
 

入札物品一覧表 
 

 
 

貴学における，平成２８年１２月２２日開札の「振舞検知型不正通信対策装置 一式」の
入札において，下記の物品で入札することを誓約します。 

 
 

記 
 
 

 
 
 
 
 

メーカー名 品名 規格 数量 

    

    

    

    

    

  
 

 

  



  

  

【記載例】 
 

平成  年  月  日 
 
 
国立大学法人小樽商科大学 殿 
 
 
 
 

                      ○○市○○区○条○丁目 
株式会社○○○○ 
代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 
 
 
 

入札物品（同等品）一覧表 
 

 
 

貴学における，平成２８年１２月２２日開札の「振舞検知型不正通信対策装置 一式」の
入札において，下記の物品で入札することを誓約します。 

また，入札物品は例示品と同等品であることを併せて誓約します。 
 

 
記 

 
 

 
 

 

メーカー名 品名 規格 数量 

    

    

    

    

    

  
 

 

  



【誓約書の作成例】 

                                                   平成  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目       

                           ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

 

誓   約   書 

 

 

 貴学において平成28年11月25日に入札公告された「振舞検知型不正通信対策装置 

一式」の一般競争入札に参加するにあたり，下記のとおり誓約いたします。 

 

記 

 

１．国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則第３条の規定に該当しておりません。 

 

２．国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則第４条の規定に該当しておりません。 

 

３．貴学から取引停止の措置を受けている期間中の者ではありません。 



【アフターサービス・メンテナンスの体制の証明の記載例】 

                                                   平成  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目       

                           ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

 

誓   約   書 

 

 

 貴学における，平成28年12月22日開札の「振舞検知型不正通信対策装置 一式」に

ついて弊社が落札の際は，契約どおり納期を厳守することはもちろんのこと，万一，

納品いたしました物品が不良でありました場合は，弊社が定めた保証内容に従って，

弊社が責任を持って取替又は修理することを誓約いたします。 

  なお，アフターサービス・メンテナンスの体制は，別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙 

                                                   平成  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目       

                           ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

アフターサービス・メンテナンスの体制について 

 

 貴学における，平成28年12月22日開札の「振舞検知型不正通信対策装置 一式」に

つきましては，以下に示すサービス体制をとっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
貴    学 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 ○○○○株式会社○○支店 

 ○○営業部○○課 

 電話 ○○○－○○○○ 

 住所  ○○○－○○○○○○ 

 

 

 

 

  

   

（メーカー） 

 ○○○○株式会社○○支店 

 電話 ○○○－○○○○ 

 住所  ○○○－○○○○○○ 

 

 

 

 

（技術部） 

 ○○○○株式会社○○支店 

 電話 ○○○－○○○○ 

 住所  ○○○－○○○○○○ 

 



 

入   札   書 

 

 

供給物品名 振舞検知型不正通信対策装置 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学物品供給契約基準を熟知し，仕様書に従い上記の物品を 

 

供給するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 

 平成  年  月  日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 

 

                  氏 名              ㊞ 

 



 

［入札書の記載例1：競争加入者本人が入札する場合］ 

 

入   札   書 

 

 

供給物品名 振舞検知型不正通信対策装置 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学物品供給契約基準を熟知し，仕様書に従い上記の物品を 

 

供給するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 

 平成28年○○月○○日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 ○○市○○区○○条○○丁目 

 

                  氏 名 △△商事株式会社         

                                           代表取締役 □□ □□      ㊞ 

 

← 入札書を作成した日付を記載（入札書提出期限までに提出
する入札書にあっては開札日を記載しないこと。） 



 

入   札   書 

 

 

供給物品名 振舞検知型不正通信対策装置 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学物品供給契約基準を熟知し，仕様書に従い上記の物品を 

 

供給するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 

 平成  年  月  日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 

 

                  氏 名 

 

                代理人氏名               ㊞ 

 



 

［入札書の記載例2：代理人が入札する場合］ 

 

入   札   書 

 

 

供給物品名 振舞検知型不正通信対策装置 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学物品供給契約基準を熟知し，仕様書に従い上記の物品を 

 

供給するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 

 平成28年○○月○○日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

          競争加入者 住 所  ○○市○○区○○条○○丁目 

 

 氏 名   △△商事株式会社 

                        代表取締役 □□ □□  

 

代理人住所  △△商事株式会社  

                                          ☆☆支店長 □□ □□    ㊞ 

 

                          代理人氏名  □□ □□           ㊞ 

 

← 入札書を作成した日付を記載（入札書提出期限までに提出
する入札書にあっては開札日を記載しないこと。） 

代理人が入札する場合にも   → 
必ず記載すること（押印不要） 

代理人は記載の上押印すること → 

または 



 

入   札   書 

 

 

供給物品名 振舞検知型不正通信対策装置 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学物品供給契約基準を熟知し，仕様書に従い上記の物品を 

 

供給するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 

 平成27年  月  日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 

 

                  氏 名 

 

 

            代 理 人 住 所 

 

                                    氏 名 

 

            復 代 理 人 氏 名               ㊞ 

 

 



［入札書の記載例3：復代理人が入札する場合］ 

 

入   札   書 

 

 

供給物品名 振舞検知型不正通信対策装置 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学物品供給契約基準を熟知し，仕様書に従い上記の物品を 

 

供給するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 

 平成28年○○月○○日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 ○○市○○区○○条○○丁目 

 

                   氏 名  △△商事株式会社 

                                            代表取締役 □□ □□ 

 

代 理 人 住 所 ○○市○○区○○条○○丁目 

氏 名 △△商事株式会社 

                                            ☆☆支店長 □□ □□ 

 

復 代 理 人 氏 名               ㊞ 

← 入札書を作成した日付を記載（入札書提出期限までに提出
する入札書にあっては開札日を記載しないこと。） 

復代理人が入札する場合にも 
必ず記載すること → 

復代理人は記載の上 
押印すること → 



 

［代理委任状の参考例1：社員等が入札の都度競争加入者の代理人となる場合］ 

 

委   任   状 

 

 

                          平成  年  月  日 

 

 国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            委任者（競争加入者） 

                  住 所 

 

                  氏 名              ㊞ 

 

 

 私は         を代理人と定め，下記の一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

 平成28年12月22日に国立大学法人小樽商科大学において行われる振舞検知型不正

通信対策装置 一式 の入札に関する件 

 

 

 

   受任者（代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 



［代理委任状の参考例2：支店長等が一定期間競争加入者の代理人となる場合］ 

                          

委   任   状 

 

                          平成  年  月  日 

 国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

            委任者（競争加入者） 

                  住 所 

                  氏 名              ㊞ 

 

 私は，下記の者を代理人と定め，貴学との間における下記の一切の権限を委任しま

す。 

記 

 

  受任者（代理人）住 所 

 

          氏 名 

 

委任事項  １ 入札及び見積りに関する件 

            ２ 契約締結に関する件 

            ３ 入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

            ４ 契約物品の納入及び取下げに関する件 

      ５ 契約代金の請求及び受領に関する件 

      ６ 復代理人の選任に関する件 

 

委任期間  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

受任者（代理人）使用印鑑 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



［代理委任状の参考例3：支店等の社員等が入札の都度競争加入者の代理人となる場合］ 

 

委   任   状 

 

 

                        平成  年  月  日 

 

 国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

            委任者（競争加入者の代理人） 

                  住 所 

 

                  氏 名              ㊞ 

 

 

 私は，         を（競争加入者）              の 

 

復代理人と定め，下記の一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 平成28年12月22日に国立大学法人小樽商科大学において行われる振舞検知型不正

通信対策装置 一式 の入札に関する件 

 

 

  受任者（競争加入者の復代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

仕 様 書 

 

1. 調達物品及び数量  振舞検知型不正通信対策装置  一式 

【内訳】 

 振舞検知型不正通信対策装置  1 台 

 

2. 調達物品の納品場所 

納品場所については別図を参照すること。 

 

3. 調達物品の特質等 

以下に揚げる性能等を満たす製品及び、以下に揚げる例示品または本学の技術審査職

員が例示品と同等と認めた製品とする。 

同等の製品とは、以下の特質を備えているものとする。 

 

① 振舞検知型不正通信対策装置 １台 

(1) 不正な URL へのアクセスが検知できること。 

(2) 不正な User-Agent による Web アクセスが検知できること。 

(3) 疑わしい拡張子のついた実行ファイルの転送（各種通信プロトコル）が検知

できること。 

(4) 既知の C&C サーバの名前解決のための DNS クエリが検知できること。 

(5) 標準的に利用される通信ポート以外での IRC 通信が検知できること。 

(6) 総当り攻撃（Brute-force Attack）が検知できること。 

(7) バッファオーバーフロー攻撃の可能性が検知できること。 

(8) 不正な URL を本文に含むメールの検出ができること。 

(9) 監視対象として、グループを作成してグループ毎に監視対象 IPアドレスが登

録できること。 

(10) 1U サイズで 19 インチラックに収容できること。 

 

（例示品）TrendMicro 社製 Deep Discovery Inspector250 

  



 

 

4. 設置条件 

(1) 本仕様に明記していない設定事項であっても、提案物品における既設ネット

ワークとの相性・親和性の関係から必要もしくは推奨と判断する設定は本学

担当者と協議のうえ、本調達で行うこと。 

(2) 既設環境の調査を行い、本調達範囲外のネットワークに影響を及ぼさないよ

うに作業を行うこと。本調達範囲外のネットワークに影響を及ぼす場合は、

既設システム業者と協議の上、作業を実施すること。 

(3) 機器の管理用インタフェースにはアクセス制限を設けること。 

(4) 作業後は疎通試験を行い正しく利用できることを確認すること。 

(5) 本学が指示した箇所に設置し、スイッチとの LAN ケーブル敷設も本調達に含

めること。 

(6) 本学が設置したラックに収容すること。 

(7) 設定詳細は別紙１「詳細設定」を参照すること。 

 

5. 納入期限 

平成 29 年 2 月 28 日（火） 

 

6. その他 

① 納入検査終了後 5 年以内における障害発生時には、平日（土・日祝日以外）の午

前 9 時から午後 5 時において障害発生通知後 2 時間以内に復旧作業開始が可能な

体制をとれること。 

② 納入検査終了後 5 年以内に通常使用において発生した故障等については、無償で

修理するものとする。 

③ 設置場所は改修工事を行うため導入にあたっては、必要に応じてスケジュールの

調整を行うこと。 

④ 機器の搬入・設置場所については、本学の指示に従うこと。 

⑤ 機器の搬入、据付け、配線、調整は本調達に含めること。 

⑥ 納入にあたっては、本学が定めた物品供給契約基準によること。 

  



 

 

別 紙 １ 

 詳 細 設 定 

1. 作業内容 

 

① 本物品は基幹コアスイッチ配下に設置し、事務棟セグメント内部の監視を行う。 

・適切な部門スイッチに対し、空きポートの整理及びミラーポートの作成 

・適切なセンタースイッチに対し設定変更 

・適切なファイアウォールに対しての設定変更 

 

② 振舞検知型不正通信対策装置の設定を行う。 

・本学担当者と協議の上、振舞検知監視対象外サーバ、機器を設定する。 

・標準的な設定についての説明 

・本学運用に適した設定の提案 

・本学運用に適した設定の実行 

 

③ 機器導入後は本学の要請に応じ、以下の報告及び提案を行う。 

・ログ及びレポートの報告 

・よりセキュアにするための設定についての提案 

 

 



振舞検知型不正通信対策装置 設置 

コアスイッチ 

LAN 
1000Base-T 

判例 
 

    新規設置機器 
 
    既設設置機器 
 
    新設ケーブル 
 
     

情報処理センター ラック 

振舞検知型不正通信 
対策装置 

LAN 

LAN 
1000Base-T 

LAN 

ミラーポート用 

管理ポート用 



物品供給契約書（案） 

 

 物 品 名  振舞検知型不正通信対策装置 一式 

 

 代 金 額  （落 札 額）  円（内訳は別紙のとおり） 

 

 うち取引に係る消費税額及び地方消費税額      円（消費税法第２８条第１

項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出

したもので、代金額に１０８分の８を乗じて得た額である。） 

 

 発注者 契約担当役 国立大学法人小樽商科大学事務局長 関 昭裕（以下「発注

者」という。）と 受注者 （落 札 者） （以下「受注者」という。）との間にお

いて、上記の物品（以下「物品」という。）について、上記の代金額で次の条項によ

り供給契約を締結するものとする。 

 

第１条 受注者は、発注者に対し別紙の物品を供給するものとする。 

第２条 納入期限は、平成２８年２月２８日とする。 

第３条 物品は、国立大学法人小樽商科大学（詳細は仕様書のとおり）に納入するも

のとする。 

第４条 この契約において、受注者が履行すべき給付内容は、仕様書及び受注者が入

札に際し提出した物品の技術仕様書、その他の書類で明記されたものとする。 

第５条 契約保証金は、免除するものとする。 

第６条 納品書は、会計課契約係に提出するものとする。 

第７条 代金の請求書は、会計課契約係に送付するものとする。 

第８条 代金の支払いは、発注者が適正な請求書を受理した日の翌月末日までに行う

ものとする。 

第９条 受注者は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約金額の

１０分の１に相当する額を違約金として発注者が指定する期日までに支払わなけれ

ばならない。 

 一 受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第



５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又

は受注者が構成員である事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことに

より、公正取引委員会が受注者又は受注者が構成員である事業者団体に対して、

同法第６１条第１項に規定する排除措置命令又は同法第６２条第１項に規定する

納付命令が確定したとき。ただし、受注者が同法第１９条の規定に違反した場合

であって当該違反行為が同法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭

和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売の場合など発

注者に金銭的損害が生じない行為として、受注者がこれを証明し、その証明を発

注者が認めたときは、この限りでない。 

 二 公正取引委員会が、受注者に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１

項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

 三 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治

４０年法律第４５号）第９６条の３又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９

５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお 

いて、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

３ 受注者は、この契約に関して、第１項の各号の一に該当することとなった場合に

は、速やかに、当該処分等に係る関係書類を発注者に提出しなければならない。 

第10条 この契約に定めた各条項以外の必要な細目は、国立大学法人小樽商科大学物

品供給契約基準によるものとする。 

第11条 この契約について、発注者、受注者間に紛争が生じたときは、双方誠意をも

って協議の上、円満にこれを解決するものとする。 

第12条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注

者、受注者間において協議の上、定めるものとする。 

第13条  この契約に関する訴えの管轄は、発注者の所在地を管轄区域とする札幌地方

裁判所小樽支部とする。 

 

 

 

 



 上記契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、発注者、受注者は記名の

上押印し双方各１通を所持するものとする。 

 

  平成２８年１２月２２日 

 

                発注者 小樽市緑３丁目５番２１号 

                    契約担当役 

                    国立大学法人小樽商科大学 

                       事務局長   関 昭裕 

 

 

                受注者  （落 札 者） 



別 紙 

 

 

内 訳 書 

 

 

 

 

品  名 メーカー 規 格 数量 

    

    

    

    

    

    



入 札 者 心 得 書 

第１ 入札は，別に公告（又は通知）した事項のほか，この心得書の定めるところにより行う。 

２ 入札に参加する者は，公告（又は通知）に示した日時までに仕様書，図面，見本又は現

品若しくは現場，契約書（案）を熟覧しておくものとする。 

 ３ 入札者は，入札後においてこの心得書に掲げた事項及び仕様書，図面，見本又は現品若し

くは現場，契約書（案）の不知又は不明を理由として異議を申し立てることができない。 

第２ 入札者は，入札の際別に交付された資格審査結果通知書の写しを受付の職員に提出して当

該入札の参加資格のある者であることの確認を受けなければならない。 

 ２ 前項により確認を受けない者は入札させない。 

 ３ 取引停止の措置を受けている期間中の者は入札させない。 

第３ 入札者が代理人又は復代理人であるときは，委任状等代理権のあることを証明できる書面

を差し出さなければならない。 

第４ 競争加入者又はその代理人（復代理人を含む。）は，次の各号に掲げる事項を記載した入

札書を提出しなければならない。 

  ア 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名 

  イ 入札金額（入札書の記載例を参考に記入すること） 

  ウ 競争加入者本人の住所，氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）及

び押印 

  エ 代理人が入札する場合は，競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は，その名称又

は商号及び代表者の氏名），代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名を記載し，

かつ，押印すること。 

  オ 復代理人が入札する場合は，競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は，その名称 

   又は商号及び代表者の氏名），代理人の表示並びに代理人の氏名（法人の場合は，その名

称又は商号及び代表者の氏名），復代理人であることの表示並びに当該復代理人の氏名を

記載し，かつ，押印すること。 

第５ 入札書は，封書に入れ密封し，かつ，その封皮に氏名（法人の場合は，その名称又は称号） 

及び件名を明記し，当該封書を入札執行の場所に提出しなければならない。 

第６ 入札者は，入札書を入札箱に投入した後においては，その開札の前後を問わずこれを引換

え若しくは変更し，又は取り消すことができない。 

第７ 入札執行中，入札場所において次の各号の一に該当する行為があると認められる者がある 

ときは，その者を入札場外に退去させることがある。 

（１） 公正な競争の執行を妨げようとした場合 

（２） 公正な価格を害し，又は不正な利益を得るために談合した場合 

第８ 開札は，公告（又は通知）に示した競争執行の日時及び場所において入札者を立ち会わせ

て行う。 

 この場合において，入札者が立ち会わないときは，入札執行事務に関係のない本学職員を

立ち会わせる。 

第９ 落札決定に当たっては，入札書に記載された金額（非課税分を除く）に当該金額の８パー

セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数を



切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので，入札者は消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった契約金額の１０８分の 

１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

第１０ 次の各号の一に該当する入札書は，これを無効とする。 

（１） 一般競争の場合において，公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者の提出

した入札書 

（２） 入札金額の記載していない入札書 

（３） 競争参加者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印

のない又は判然としない入札書 

（４） 代理人が入札する場合は，第４のエに定める表示，記載，押印のない又は判然としない

入札書 

（５） 復代理人が入札する場合は，第４のオに定める表示，記載，押印のない又は判然としな

い入札書 

（６） 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名の記載がない入札書 

（７） 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名に重大な誤りのある入札書 

（８） 入札金額の記載が不明確な入札書 

（９） 入札金額の記載を訂正したもので，その訂正について押印していない入札書 

（１０） その他入札に関する条件に違反した入札書 

第１１ 入札は，予定価格の制限の範囲内で，最低価格（売払いの場合は最高の価格）の有効入

札をした者を落札者とする。ただし，当該入札が国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規

則第１８条ただし書の規定に該当すると認められるときは，その定めるところにより予定価

格の制限の範囲内で次順位者を落札者とすることができる。 

２ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは，直ちにくじを引いて落札

者を決める。 

３ 前項の同価格の落札者のうち，出席しない者又はくじを引かない者があるときは，入札

執行事務に関係のない本学職員に，これに代わってくじを引かせる。 

４ 落札者を決定したときは，入札者にその氏名（法人にあっては名称）及びその金額をそ

の場所で発表する。ただし，第１項ただし書により落札者を決定する場合においては，別

に書面で通知する。  

 ５ 第１項本文において落札者がいないときは，直ちに再度の入札をする。 

第１２ 落札者は，契約の相手方として決定した日から７日以内（遠隔地にある等特別の事情が

あるときは合理的と認める期間）に，契約書を差し出さなければならない。 

第１３ その他一般的約定事項については，国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則による

ものとする。 

 

 


